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部課室名 県土整備部土木局
河川整備課
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河川整備課 森脇康仁
（都市河川係長 寒川美樹） 内線

4408 
（4417） 

事業種目 河川事業 事業採択年度 S43  現 計 画 再評価時点(H15)

着工年度 S43 総事業費 109億円 119億円

事 業 名

二級河川夢前川水系
水尾川

地震・高潮対策事業 再評価年度
H10(前々回)
H15(前回)

内用地補償費 26億円 26億円

完成予定年度 H27 H20事業区間 姫路市飾磨区英賀～構
進 捗 率
(内用補進捗率) 82％(84％） 69％(81％）

所 在 地 姫路市飾磨区英賀～構
残事業費 19億円 36億円

事 業 の 目 的 事 業 内 容

現計画 前回（H15）

計画流量
整備延長
道路橋
井堰

240ｍ3/S（1/100）
4,550ｍ
18橋
1基

240ｍ3/S（1/100）
4,550ｍ
18橋
1基

昭和40年9月台風23号が満潮時に来襲しても
安全に対処出来るよう、高潮護岸を整備すると
共に、河道改修を行い洪水に対しても1/100の
治水安全度を確保し、地域住民の安全・安心な
生活環境を守る。 

〔負担割合 国3/10、県7/10〕

事業を取り巻く
社会経済情勢等
の変化

・昭和41年に「水尾川・大井川改修促進協議会」を設立し、事業を促進している。
・平成16年災復旧・復興事業への重点配分の影響により、事業期間を延伸する。
・過年度実績及び残事業費の精査を行い、総事業費を見直す。

進捗状況

・昭和43年度に着手し、高潮護岸等を整備しており、高潮対策に必要な護岸は概成し
ている。
・今後は治水対策として1/100計画規模の洪水が発生した場合でも河道で安全に流下し
得るように、河床掘削を行う。
・前回、H15再評価（第２回）時点からH20までは、西浜橋上流の低水護岸を整備した
ところであり、今後は低水護岸に伴う補償物件の移設を行った後、低水護岸の整備
及び河床掘削を行い、平成27年度に事業を完了させる予定である。

評価視点 評価結果の説明

(1)必要性 ・これまで昭和39年9月台風20号及び昭和40年9月台風23号など、高潮による浸水被
害を受けている。 
・姫路市南部市街地、学校、病院等を高潮及び洪水による浸水被害から守るため、護
岸、掘削、横断構造物の改築等の河川改修工事を実施している。
・また、本区間の直上流部及び下流で合流する夢前川は1/100の治水安全度で過年度
に整備済みであり、未整備区間である本区間の河積を確保することで、姫路市南部
市街地の安全も確保されるため、継続的な整備を実施する必要がある。

(2)有効性・効率性・費用便益比 B/C＝4.8 
・低水護岸の整備に伴う支障物件である下水道管理者の姫路市との調整は概ね終了し
ており、事業の執行環境は整っている。

(3)環境適合性 ・階段護岸を整備し、親水性の向上を図っている。

(4)優先性 ・築堤、護岸等の構造物は概成し、高潮に対する安全性はほぼ確保しているものの、
残事業として低水護岸及び河床掘削があり、姫路市南部市街地を洪水による浸水被
害から防御する当該事業の優先性は高い。 

再
評
価
の
結
果

継 続

左
の
理
由

上記理由により、事業継続が妥当である。
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事業進捗状況概要図（継続：再評価〔第３回〕） 

事業名 地震・高潮対策事業 路線・河川名 二級河川 水尾川

事業進捗状況・予定 整備効果

全体

播磨高潮対策事業：S43～H27年度【事業費＝108.7億円】
・全体延長L=4.55km・計画流量Q=240m3/s（1/100）
・整備概要 道路橋18橋、井堰 1基

前回再評

価 ま で

(実績）

事業採択からH15年度【事業費＝82.8億円】
・高潮護岸の概成及び橋梁17橋の架替を完了した。
・城内橋下流部より上流の低水護岸L=1.8㎞を完了。

高潮護岸が概成し、高

潮による浸水被害を解

消。 

過去

5年間
（実績）

H16～H20年度【事業費＝6.6億円】
・西浜橋より上流の約0.4kmの低水護岸を完了。

西浜橋より上流L=2.2
㎞の低水護岸整備を完

成し、河床掘削に着手

可能。

今後
7年間
（予定）

H21～H27年度【事業費＝19.3億円】
・全区間の流下能力確保を目指し、低水護岸の整備に伴う補償物件

の移設及び橋梁補強の未整備区間改修を推進し、河床掘削（V= 
60千m３）を実施する。

Ｈ27年度完了予定。

（国）2号（東行き）

（国）2号（西行き）

山
陽
電
鉄
本
線

姫路バイパス

山陽電鉄網干線

ＪＲ山陽新幹線

（国）２５０号

ＪＲ山陽本線

ＪＲ姫
新
線

潮止水門

大井川(L=1,390m)
大
井
川

水
尾
川

他事業整備中

事業箇所 他事業整備中

（二
）夢
前
川

（二
）市
川

S43～H27 高潮対策事業 L=4,550m 水尾川(L=3,160m)

他事業整備済

H15まで
凡 例

高潮時の浸水想定区域

H21以降
H16～H20

（市）今中橋

（市）城内橋

（国）西浜橋（補強）

構西橋

姫路城
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流流 域域 概概 要要 図図

JR山陽本線

姫路ﾊﾞｲﾊﾟｽ

(二
)大
井
川
L
=1
,3
90
m

(国)250号(二
)水
尾
川
L=
3,
16
0m 山陽電鉄網干線

S43～H27 地震・高潮対策事業 L=4,550m

（二
）水
尾川

（二）夢前川

（二
）大
井
川
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新新 聞聞 記記 事事

昭和39年9月25日

台風20号

昭和40年9月10日 台風23号
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整整 備備 状状 況況

T.P. +3.50

H16～H20
H21以降

凡 例
H15まで

（二）水尾川 構西橋下流付近
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整整 備備 状状 況況

低水護岸法線 低水
護岸
法線

（水尾川）

計画河床高

陸上

水中

SP-Ⅱw型 L=10.0m

鋼矢板（SY295）

SP-Ⅱw型 L=10.0m

鋼矢板（SY295）

鋼矢板切断 鋼矢板切断

打設天端高 打設天端高

H16～H20
H21以降

凡 例
H15まで

（二）水尾川 城内橋下流付近
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未未 整整 備備 区区 間間 現現 況況

計画河床高

低水護岸法線

地盤改良

陸上

水中

低水
護岸
法線

鋼管矢板 φ1200-18ｔ
L=19.40m(SKY400)

30.00

（二）水尾川 （国）西浜橋下流部

H16～H20
H21以降

凡 例
H15まで



◆水尾川地震・高潮対策事業スケジュール

◆水尾川地震・高潮対策事業の費用便益比

（１）費用便益比の考え方

１）便益＝治水事業を実施することによる被害軽減期待額を現在価値化
被害額＝一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所償却資産、農漁家償却資産等）

＋農産物被害＋公共土木施設等被害＋営業停止被害＋応急対策費用+残存価値

２）費用＝「建設費＋維持管理費」を現在価値化

（２）算定に用いた資料

治水経済調査マニュアル（案） 国土交通省河川局 平成２０年２月

（３）便益（Ｂ）の算出方法

（４）費用便益（Ｂ／Ｃ）

Ｂ／Ｃ
代表的な効果

総便益 事業費
（百万円）（百万円）

維持管理費
（百万円）

便益（Ｂ） 費用（Ｃ）

（百万円）
総費用

4.8207,009.2 42,904.2 39,850.1 3054.1・浸水戸数6,374戸の解消
・浸水面積445haの解消

計画高潮位（T.P.+3.00）
に対して、

河道＋流域のモデル化

各メッシュの資産、地盤標高の設定

想定浸水区域の設定

想定浸水区域内資産額の算定

年平均被害軽減期待額の算定

費用便益比

・流域は50m四方のメッシュに分割

・メッシュごとに、人口、資産（戸数、事業所数、
床面積など）、地盤標高を設定

・計画高潮位による想定浸水区域を設定

・メッシュデータより想定浸水区域内の被害額を算定

・高潮の生起確率毎の被害額、年平均被害軽減額を算定

・年平均被害軽減額から算定される便益と建設費用を現
在価値化して費用便益比を算定

＜凡例＞
当初計画

実施計画

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

○当初計画及び実施工程

高
潮

物件補償

橋梁

低水護岸

用地買収

河
川

H14まで

築堤

河床掘削

R250西浜橋


